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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第３四半期連結
累計期間

第77期
第３四半期連結
累計期間

第76期
第３四半期連結
会計期間

第77期
第３四半期連結
会計期間

第76期

会計期間

自平成22年
３月21日
至平成22年
12月20日

自平成23年
３月21日
至平成23年
12月20日

自平成22年
９月21日
至平成22年
12月20日

自平成23年
９月21日
至平成23年
12月20日

自平成22年
３月21日
至平成23年
３月20日

売上高（百万円） 44,243 44,621 14,516 14,057 56,006

経常利益（百万円） 1,120 1,046 183 136 1,007

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
52 215 27 △244 △671

純資産額（百万円） － － 19,281 18,967 18,461

総資産額（百万円） － － 68,657 70,092 67,123

１株当たり純資産額（円） － － 487.20 477.67 463.76

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

1.50 6.15 0.78 △6.97 △19.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 24.9 23.9 24.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
4,040 1,957 － － 5,902

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△2,230 △3,463 － － △3,808

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（百万円）
△1,622 1,817 － － △2,774

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 1,818 1,275 963

従業員数（人） － － 1,299 1,348 1,342

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第77期第３四半期連結会計期間を除く潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

４．第77期第３四半期連結会計期間及び第76期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

EDINET提出書類

石塚硝子株式会社(E01123)

四半期報告書

 2/26



２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

　

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

　

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年12月20日現在

従業員数（人） 1,348［463］

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほ

か、常用パートを含む）であります。

２．臨時雇用者数（パートタイマーを含み、常用パートは除く）は、［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均

人員を外数で記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成23年12月20日現在

従業員数（人） 870［126］

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含む）であります。

２．臨時雇用者数（パートタイマーを含み、常用パートは除く）の当第３四半期会計期間の平均人員を［　］外

数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

前年同四半期比（％）

ガラスびん関連（百万円） 4,306 －

ハウスウェア関連（百万円） 1,400 －

紙容器関連（百万円） 2,010 －

プラスチック容器関連（百万円） 4,362 －

報告セグメント計（百万円） 12,079 －

その他（百万円） 645 －

合計（百万円） 12,725 －

（注）１．金額は平均販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

前年同四半期比（％）

ガラスびん関連（百万円） 427 －

ハウスウェア関連（百万円） 253 －

紙容器関連（百万円） 39 －

プラスチック容器関連（百万円） 30 －

報告セグメント計（百万円） 751 －

その他（百万円） 57 －

合計（百万円） 809 －

（注）１．金額は仕入価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

ガラスびん関連 4,328 － 4,374 －

ハウスウェア関連 1,238 － 829 －

紙容器関連 1,881 － 1,407 －

プラスチック容器関連 3,254 － 1,982 －

報告セグメント計 10,702 － 8,592 －

その他 621 － 207 －

合計 11,324 － 8,800 －

（注）１．ハウスウェア関連のうち、直需専用品は受注生産を行っておりますが、一般品は見込生産を行っております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

前年同四半期比（％）

ガラスびん関連（百万円） 5,205 －

ハウスウェア関連（百万円） 1,876 －

紙容器関連（百万円） 2,101 －

プラスチック容器関連（百万円） 4,009 －

報告セグメント計（百万円） 13,193 －

その他（百万円） 863 －

合計（百万円） 14,057 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

コカ・コーラ ビジネスサービス株式会社 3,332 23.0 3,006 21.4

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興に向けた設備投資等に一部復調の兆し

が見られるものの、欧州における金融不安とドル安・ユーロ安による円高、中東の政情不安からくる原油価格の高

止まりなどもあり、不透明感が強まるなか推移いたしました。

このような状況のなか、当社グループは、５年～１０年先を見据え、自ら変革し続け、グループ力を結集して『経

営基盤を強化する』をコンセプトに、当期を２年度目とする「石塚硝子グループ中期経営計画」（ＩＳＨＩＺＵ

ＫＡイノベーション'78）の実行に取り組んでまいりました。

売上高につきましては、グループ全体の売上高は14,057百万円（前年同四半期比3.2％減）となりました。利益

につきましては、原燃料を中心とする諸資材価格の高騰などにより、営業利益168百万円（前年同四半期比33.1％

減）、経常利益136百万円（前年同四半期比25.6％減）となりました。また、法人税法の改正による繰延税金資産の

取崩などにより四半期純損失244百万円（前年同四半期は四半期純利益27百万円）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①ガラスびん関連

ガラスびんは、震災直後に出荷が集中した反動と、季節商品向けびんの減少により、売上高は5,205百万円となり

ました。

②ハウスウェア関連

ハウスウェアは、円高による影響で輸出が減少したものの、企業向けの景品受注が引続き伸長し、売上高は1,876

百万円となりました。

③紙容器関連

紙容器は、震災の影響により増加した受注が一段落したことと、生乳不足による牛乳パック需要の低下などによ

り、売上高は2,101百万円となりました。

④プラスチック容器関連

プラスチック容器は、ほぼ前年同期並みの出荷本数となりましたが、プリフォームの軽量化に伴う販売単価の低

下により、売上高は4,009百万円となりました。

⑤その他

抗菌剤は、北米向けの出荷が順調に推移し、また、金属キャップの新規受注増加もあり、売上高は863百万円とな

りました。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前四半期連結会計期間

末に比べ88百万円増加し、1,275百万円となりました。なお、前連結会計年度末に対しては、312百万円の増加となり

ました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果減少した資金は、405百万円（前年同四半期は1,871百万円の資金増加）となりました。資金増加

の主な要因は、減価償却費によるものです。

一方、資金減少の主な要因は、賞与引当金の減少、未収金の減少及び仕入債務の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、1,349百万円（前年同四半期は647百万円の資金減少）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出及び関係会社出資金の払込による支出によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果増加した資金は、1,840百万円（前年同四半期は1,633百万円の資金減少）となりました。これは

主に、長期借入れによる収入によるものです。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中

長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。従いまして、企業価値ひいては株主共同の

利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　

②不適切な支配の防止のための取組み

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為への対応策」（以下「本プラン」といいます。）を導入して

おります。

本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者」といい

ます。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール（以下「大規模買付

ルール」といいます。）を定めております。当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要

かつ十分な情報を当社取締役会に提供することを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価検討の

ための期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、公表いたします。従い

まして、大規模買付行為は、取締役会の評価検討の期間の経過後にのみ開始されます。当社取締役会は、大規模買

付者が、大規模買付ルールを遵守した場合は、原則として対抗措置をとりません。他方、大規模買付者が、大規模

買付ルールを遵守しなかった場合には、必要性相当性の範囲内において会社法その他の法律及び当社定款が認

める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。

本プランの有効期間は３年間（平成25年６月に開催予定の定時株主総会終結時まで）となっておりますが、

有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本プランは廃止されることがあります。また、随

時見直しを行い、株主総会における株主の皆様の承認を得て本プランの変更を行うことがあります。

本プランの詳細につきましては、当社ホームページに掲載の「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収

防衛策）の継続について」をご参照ください。（参考ＵＲＬ http://www.ishizuka.co.jp/news/index.html）

　

③不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益の確保・向上の目的を

もって導入されていること、③合理的な客観的発動要件の設定をしていること、④独立性の高い社外者の判断の

重視と情報開示をしていること、⑤株主意思を重視するものであること、⑥デッドハンド型買収防衛策やスロー

ハンド型買収防衛策ではないこと、の理由から会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に合致し、当社会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　

（4）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、169百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の拡充につい

て完了したものは、次のとおりであります。

拡充

石塚硝子株式会社及び日本パリソン株式会社（国内子会社）において、前四半期連結会計期間末に計画しており

ました東京工場のプリフォーム生産設備の増設については、平成23年10月に完了し、同月から操業を開始しており

ます。

これにより、同工場の生産能力は225万本/日増加いたしました。

　

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年１月31日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 36,295,543 36,295,543
東京・名古屋各証券取引所

各市場第一部

単元株式数

1,000株 

計 36,295,543 36,295,543 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成23年９月21日～

平成23年12月20日 
－ 36,295 － 5,911 － 2,957

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。　
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月20日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

①【発行済株式】

　 平成23年12月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　1,161,000 － －

 完全議決権株式（その他）  普通株式　　 34,843,000 34,843 －

 単元未満株式  普通株式        291,543 － －

 発行済株式総数 36,295,543 － －

 総株主の議決権 － 34,843 －

 

②【自己株式等】　

　 平成23年12月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

 石塚硝子株式会社  愛知県岩倉市川井町1880番地 1,161,000 － 1,161,000 3.19

計 － 1,161,000 － 1,161,000    3.19

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 175 183 143 166 165 170 162 155 149

最低（円） 142 141 128 145 144 150 142 133 136

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年９月21日から平成22年12月20日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成22年３月21日から平成22年12月20日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年９月21日から平成23年12月20日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年３月21日から

平成23年12月20日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年９月21日から平

成22年12月20日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年３月21日から平成22年12月20日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年９月21日から平成23年12月20日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成23年３月21日から平成23年12月20日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年12月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年３月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,075 1,763

受取手形及び売掛金 11,921 11,416

有価証券 100 100

商品及び製品 8,079 8,883

仕掛品 280 375

原材料及び貯蔵品 4,004 3,299

その他 1,756 1,266

貸倒引当金 △20 △33

流動資産合計 28,198 27,071

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 7,782

※1
 7,939

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 8,523

※1
 7,705

土地 13,363 13,363

その他（純額） ※1
 3,244

※1
 2,450

有形固定資産合計 32,914 31,459

無形固定資産 30 26

投資その他の資産

投資有価証券 4,522 4,563

その他 4,319 3,901

貸倒引当金 △71 △89

投資その他の資産合計 8,770 8,375

固定資産合計 41,715 39,861

繰延資産 179 190

資産合計 70,092 67,123
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年12月20日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年３月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,946 5,684

短期借入金 12,364 11,883

1年内償還予定の社債 1,783 1,767

未払法人税等 96 86

賞与引当金 291 615

その他 5,219 4,511

流動負債合計 25,701 24,548

固定負債

社債 9,001 9,259

長期借入金 6,583 4,595

退職給付引当金 3,952 3,972

役員退職慰労引当金 22 21

汚染負荷量引当金 577 609

負ののれん 24 166

その他 5,261 5,488

固定負債合計 25,423 24,113

負債合計 51,125 48,662

純資産の部

株主資本

資本金 5,911 5,911

資本剰余金 4,149 4,149

利益剰余金 1,584 1,508

自己株式 △268 △267

株主資本合計 11,376 11,301

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 539 550

繰延ヘッジ損益 △73 △64

土地再評価差額金 4,939 4,507

評価・換算差額等合計 5,405 4,993

少数株主持分 2,185 2,166

純資産合計 18,967 18,461

負債純資産合計 70,092 67,123
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月21日
　至　平成22年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月21日
　至　平成23年12月20日)

売上高 44,243 44,621

売上原価 35,492 36,585

売上総利益 8,750 8,036

販売費及び一般管理費 ※
 7,458

※
 6,913

営業利益 1,292 1,123

営業外収益

受取利息 9 18

受取配当金 93 104

受取賃貸料 80 80

負ののれん償却額 134 141

その他 55 68

営業外収益合計 372 414

営業外費用

支払利息 343 329

その他 201 160

営業外費用合計 544 490

経常利益 1,120 1,046

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 16

その他 － 0

特別利益合計 － 17

特別損失

固定資産除却損 319 59

投資有価証券評価損 675 12

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

その他 0 0

特別損失合計 995 91

税金等調整前四半期純利益 125 972

法人税、住民税及び事業税 267 197

法人税等調整額 △252 521

法人税等合計 14 718

少数株主損益調整前四半期純利益 － 254

少数株主利益 58 38

四半期純利益 52 215
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年９月21日
　至　平成22年12月20日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年９月21日
　至　平成23年12月20日)

売上高 14,516 14,057

売上原価 11,825 11,622

売上総利益 2,690 2,434

販売費及び一般管理費 ※
 2,438

※
 2,266

営業利益 251 168

営業外収益

受取利息 3 6

受取配当金 12 24

受取賃貸料 27 25

負ののれん償却額 44 19

為替差益 － 23

その他 19 14

営業外収益合計 107 113

営業外費用

支払利息 111 113

その他 62 31

営業外費用合計 174 144

経常利益 183 136

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 6

投資有価証券評価損戻入益 35 －

その他 － 0

特別利益合計 35 6

特別損失

固定資産除却損 5 31

その他 0 0

特別損失合計 5 31

税金等調整前四半期純利益 214 111

法人税、住民税及び事業税 25 39

法人税等調整額 153 329

法人税等合計 179 369

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △257

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7 △12

四半期純利益又は四半期純損失（△） 27 △244
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月21日
　至　平成22年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月21日
　至　平成23年12月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 125 972

減価償却費 2,617 2,532

負ののれん償却額 △134 △141

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △30

賞与引当金の増減額（△は減少） △278 △323

退職給付引当金の増減額（△は減少） 55 △20

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14 1

汚染負荷量引当金の増減額（△は減少） △34 △32

受取利息及び受取配当金 △103 △122

支払利息 343 329

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 351 59

投資有価証券評価損益（△は益） 675 12

売上債権の増減額（△は増加） △1,789 △517

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,628 193

未収入金の増減額（△は増加） 455 △657

仕入債務の増減額（△は減少） 1,109 261

割引手形の増減額（△は減少） △424 －

未払費用の増減額（△は減少） 148 △295

その他 △132 133

小計 4,623 2,355

利息及び配当金の受取額 97 123

利息の支払額 △359 △352

法人税等の支払額 △322 △169

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,040 1,957

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 100 －

有価証券の取得による支出 △100 －

有形固定資産の取得による支出 △1,444 △2,552

有形固定資産の売却による収入 0 26

投資有価証券の取得による支出 △140 △14

関係会社出資金の払込による支出 － △594

貸付けによる支出 △627 △355

貸付金の回収による収入 13 17

その他 △30 7

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,230 △3,463
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年３月21日
　至　平成22年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年３月21日
　至　平成23年12月20日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,500 510

長期借入れによる収入 2,500 4,250

長期借入金の返済による支出 △2,481 △2,291

社債の発行による収入 1,950 1,225

社債の償還による支出 △1,836 △1,492

リース債務の返済による支出 △148 △242

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △105 △140

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,622 1,817

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 174 312

現金及び現金同等物の期首残高 1,644 963

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,818

※
 1,275
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月21日
至　平成23年12月20日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益に影響はありま

せんが、税金等調整前四半期純利益は、18百万円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は18百万円であります。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月21日
至　平成23年12月20日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」は１百万円であります。

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月21日
至　平成23年12月20日）

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別

措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度より法人税率及び繰越欠損

金の控除限度額が変更されることになりました。

これに伴い、平成25年３月21日以後平成28年３月20日までに開始する連結会計年度において解消が見込まれる一時差

異については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が40.6％から37.9％に変更されます。また、平成

28年３月21日以後に開始する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産及び繰延税金

負債を計算する法定実効税率が40.6％から35.5％に変更されます。

この変更により、当第３四半期連結会計期間末における一時差異等を基礎として再計算した場合、繰延税金資産の純額

が308百万円、再評価に係る繰延税金負債が432百万円、繰延ヘッジ損益が５百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価

差額金が38百万円、土地再評価差額金が432百万円それぞれ増加し、法人税等調整額（借方）が341百万円増加しておりま

す。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年12月20日）

前連結会計年度末
（平成23年３月20日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、54,376百万円であ

ります。

　

　２　保証債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対する債務保証　　　　　　　　　　（百万円）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、53,289百万円であ

ります。

 

　２　保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

する債務保証                　　　　（百万円）

大阪アデリア株式会社 330

株式会社高田製作所 84

北洋硝子株式会社 81

計 496

大阪アデリア株式会社 342

北洋硝子株式会社 95

株式会社高田製作所 82

計 520

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月21日
至　平成23年12月20日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

（百万円）　　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

（百万円）　　

運賃 2,657

従業員給料及び賞与 1,439

賞与引当金繰入額 89

退職給付費用 160

役員退職慰労引当金繰入額 14

貸倒引当金繰入額 2

運賃 2,477

従業員給料及び賞与 1,415

賞与引当金繰入額 77

退職給付費用 98

役員退職慰労引当金繰入額 1

　 　

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

（百万円）　　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

（百万円）　　

運賃 878

従業員給料及び賞与 404

賞与引当金繰入額 89

退職給付費用 55

役員退職慰労引当金繰入額 0

運賃 823

従業員給料及び賞与 401

賞与引当金繰入額 77

退職給付費用 34

役員退職慰労引当金繰入額 0

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月21日
至　平成23年12月20日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月20日現在）

　（百万円）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年12月20日現在）

　（百万円）

現金及び預金勘定 1,818

有価証券勘定 100

預入期間が３ヶ月を超える譲渡性預金 △100

現金及び現金同等物 1,818

　

現金及び預金勘定 2,075

有価証券勘定 100

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △800

預入期間が３ヶ月を超える譲渡性預金 △100

現金及び現金同等物 1,275

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年12月20日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成23年３月21日　至　

平成23年12月20日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　36,295千株
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２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　 1,162千株 

　

３．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月17日

定時株主総会　
普通株式 140 ４ 平成23年３月20日平成23年６月20日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年９月21日　至　平成22年12月20日）

 
ガラス容器
関連事業
（百万円）

他素材容器
関連事業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 7,489 6,425 600 14,516 － 14,516

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
161 115 76 352 （　　352) －

計 7,650 6,541 676 14,868（　　352) 14,516

営業利益又は営業損失（△） 67 225 △41 250 0 251

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

 
ガラス容器
関連事業
（百万円）

他素材容器
関連事業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 22,196 20,111 1,935 44,243 － 44,243

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
513 448 308 1,271（　1,271) －

計 22,710 20,560 2,244 45,514（　1,271) 44,243

営業利益又は営業損失（△） 382 972 △60 1,293 （　　　1) 1,292

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類・性質等の類似性及び当社グループの損益集計区分を考慮して決定しております。

２．各事業の主要な製品

事業区分 主要製品

ガラス容器関連事業
洋雑酒びん、ビールびん、飲料水びん、食料調味料びん、コーヒーびん、

牛乳びん、清酒びん、化粧品びん、薬びん、王冠、鉢皿類、コップ、貯蔵びん

他素材容器関連事業 紙容器、同容器に係る充填機械、ペットプリフォーム

その他の事業 抗菌剤、高強度ガラス、キャップ、ブロー成形機、検査機器

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年９月21日　至　平成22年12月20日）

　本邦以外の国または地域に連結子会社及び在外支店は存在しないため、該当事項はありません。 

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

　本邦以外の国または地域に連結子会社及び在外支店は存在しないため、該当事項はありません。　

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成22年９月21日　至　平成22年12月20日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。　

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成22年３月21日　至　平成22年12月20日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営意思決定機関

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、ガラスびん・ハウスウェア・紙容器・プラスチック容器の製造・販売、並びにこれに関連した事業

活動を展開しております。

したがって、当社は、これらの事業活動から「ガラスびん関連事業」・「ハウスウェア関連事業」・「紙容器関連事

業」・「プラスチック容器関連事業」の４つを報告セグメントとしております。

「ガラスびん関連事業」は、ガラス製容器等を製造・販売しております。「ハウスウェア関連事業」は、ガラス製食器

等を製造・販売しております。「紙容器関連事業」は、紙容器及び同容器に係わる充填機械を製造・販売しております。

「プラスチック容器関連事業」は、ＰＥＴプリフォーム等を製造・販売しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成23年３月21日　至　平成23年12月20日）

（単位：百万円）　

　

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連

結損益計

算書計上

額

（注４）

ガラス

びん関連

ハウス

ウェア関

連

紙容器

関連

プラス

チック容

器関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 14,8326,8887,15812,87241,7512,86944,621 － 44,621

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 18 －　 454 473　 4,2744,748△4,748 －

計 14,8336,9077,15813,32642,2257,14349,369△4,74844,621

セグメント利益 72 54 359 591　 1,077 8 1,086 36 1,123

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年９月21日　至　平成23年12月20日）

（単位：百万円）　

　

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注３）

四半期連

結損益計

算書計上

額

（注４）

ガラス

びん関連

ハウス

ウェア関

連

紙容器

関連

プラス

チック容

器関連

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 5,2051,8762,1014,00913,19386314,057 － 14,057

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 6　 －　 120　 127　 1,4201,547△1,547 －

計 5,2061,8832,101　 4,130　 13,321　 2,28315,604△1,54714,057

セグメント利益又は損

失（△）
10 △54 53 100　 110 45 156 11 168

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社及び子会社の一部の事業を含

んでおります。

２．当第３四半期連結累計期間におけるセグメント利益の調整額36百万円には、セグメント間取引消去36百万円、

たな卸資産の調整額△０百万円、その他０百万円が含まれております。

３．当第３四半期連結会計期間におけるセグメント利益又は損失（△）の調整額11百万円には、セグメント間取引

消去８百万円、たな卸資産の調整額１百万円、その他１百万円が含まれております。

４．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年12月20日）

前連結会計年度末
（平成23年３月20日）

１株当たり純資産額 477.67円 １株当たり純資産額 463.76円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月21日
至　平成23年12月20日）

１株当たり四半期純利益金額 1.50円 １株当たり四半期純利益金額 6.15円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年３月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年３月21日
至　平成23年12月20日）

四半期純利益（百万円） 52 215

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 52 215

期中平均株式数（千株） 35,139 35,134

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

１株当たり四半期純利益金額 0.78円 １株当たり四半期純損失金額 6.97円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 27 △244

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
27 △244

期中平均株式数（千株） 35,138 35,133

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

　 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年１月24日

石塚硝子株式会社

　取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松井　夏樹　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　達治　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石塚硝子株式会

社の平成２２年３月２１日から平成２３年３月２０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２２年９月

２１日から平成２２年１２月２０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２年３月２１日から平成２２年１２月

２０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石塚硝子株式会社及び連結子会社の平成２２年１２月２０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年１月25日

石塚硝子株式会社

　取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松井　夏樹　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　達治　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石塚硝子株式会

社の平成２３年３月２１日から平成２４年３月２０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２３年９月

２１日から平成２３年１２月２０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２３年３月２１日から平成２３年１２月

２０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石塚硝子株式会社及び連結子会社の平成２３年１２月２０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

追記情報

「追加情報」に記載されているとおり、会社は、平成２３年１２月２日公布の「経済社会の構造の変化に対応した税制

の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成２３年法律第１１４号)等に従い、四半期連結財務諸表を作

成している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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